
CASE STUDY

▼  2021年度の景観や環境などに関連する主な受賞内容を地区ごとにご紹介
安全・安心、快適
まちや住まいの安全・安心と快適性を確保します 環境配慮方針1ー❹

社会貢献活動

賞の名称 団地・地区等の名称

日本都市計画学会学会賞 計画設計賞 コモレ四谷（東京都新宿区）

都市住宅学会賞・業績賞 学会長賞 千里ニュータウン（大阪府吹田市、豊中市）

第3回復興設計賞 川原川・川原川公園（岩手県陸前高田市）

まちづくりに参加する方々と協働して、一つのまとまりある景観をつくるため、地区の特色を活かした景観形成の規範となる「景観デザインガ
イドライン」を作成し、美しい都市景観の形成に努めています。

長期にわたって利用できる質の高い都市基盤を、社会全体の資産として継承していくことが求められている今、建築物を含めたまちなみ全体
が、愛着と誇りの持てる美しい景観を備えたものであるべきだと考え、それにふさわしい住まいを提案しています。

2021年度は、コモレ四谷（東京都新宿区）等の21団地・地区等において、景観や環境などに関する賞を受賞しました。

▪2021年度の景観・環境などの主な受賞内容

美しい都市景観の形成

良好な都市景観の形成

まちや住まいの安全・安心と
快適性の確保に向けた取組

社会貢献活動 　　安全・安心、快適

千里グリーンヒルズ東町

斜面を滑って遊ぶ子どもたち

コモレビの広場コモレ四谷の全景

健康や衛生に関わる住まいの安全・安心や快適性を確保すると
ともに、まちについても、災害時の安全性を高め、地域の歴史や
周辺地区との調和に配慮した美しく快適なまちづくりを進め、住む
ことに誇りが持てるような質の高い都市環境の形成をめざします。

取組方針
講評（一部抜粋） 

市街地再開発事業を用いて、国公有地の有効利用、地域の防災性の
向上、駅前のにぎわい交流拠点の形成を行った事業であり、以下の
点で優れている。
1.まちづくり協議会発足以来15年以上を要し、170者を超える地権

者の意向を調整しつつ、社会的なニーズに即し事業を完遂したこと。
2.「みどりと都市の立体的な融合」というコンセプトの下、広場や立

体的な緑化等ボリューム感のある緑地空間を確保、防災拠点として
も施設整備を行ったこと。

3.新たな公民連携手法として、公募により民間事業者が都市計画決
定段階から参画する「事業パートナー制度」を創設したこと。

4.設計やリーシング、管理運営計画において、民間事業者のノウハウ
を活用したこと。

講評（一部抜粋） 
大規模団地の高経年化への対応として、本事業は、一部建て替えという方法
を提起している。この方法であれば、現在のコミュニティを維持しつつ、漸進的
に新たな人口を受容でき、将来の不確定要素にも柔軟に対応できる。大規模
団地の再編手法として、また今後の建て替えによるまちづくりを考える上でも、
示唆に富み、発展が期待される。

講評（一部抜粋）  
川原川公園を横断する小規模な橋梁群は、見上げの視点からも丁寧にデザイ
ンされ、くぐり抜ける楽しさを生み出しながら、震災前の橋の位置に設置され
た潜り橋と共に公園の遊歩道のシーケンスを豊かなものにしている。

主な2021年度受賞 ⃝日本都市計画学会学会賞「計画設計賞」
　（公益社団法人日本都市計画学会）

主な2021年度受賞 ⃝都市住宅学会賞・業績賞「学会長賞」�
　（公益社団法人都市住宅学会）

主な2021年度受賞 ⃝第3回復興設計賞（復興デザイン会議）

コモレ四谷（東京都新宿区）

千里ニュータウンにおける団地再生事業（大阪府吹田市、豊中市）

川原川・川原川公園（岩手県陸前高田市）

▼詳しく知りたい方はこちら
千里ニュータウンの団地再生事業が都市住宅学会賞を受賞

https://www.ur-net.go.jp/news/20210622_nishinihon_senri.html

▼詳しく知りたい方はこちら
川原川・川原川公園

https://www.ur-net.go.jp/rd_portal/urbandesign/event/awards/hukkohsekkeishoh.html

▼詳しく知りたい方はこちら
コモレ四谷

https://www.ur-net.go.jp/rd_portal/urbandesign/project/saikaihatsu/komoreyotsuya.html

千里グリーンヒルズ竹見台の鳥瞰写真

整備された川原川公園
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PICK UP
第2回グリーンインフラ大賞 
受賞内容のご紹介

グリーンインフラ大賞とは
国土交通省は、2020年度からグリーンインフラに関する優れた取組を防災・減災、生活空間、都市空間、生態系保全の４部門
に分けて表彰しています。グリーンインフラに関する優れた取組事例を表彰することにより、広範な主体の積極的な参画と連携
を促進し、グリーンインフラの社会実装を推進することを目的としています。
「第２回グリーンインフラ大賞」において、国土交通省が設立したグリーンインフラ官民連携プラットフォーム※会員による投票に
より、下記を受賞しました。
※多様な主体の積極的な参画及び官民連携によりグリーンインフラを推進することを目的に、2020年３月19日に設立され、会員は都道府県・市区町村、関係府省庁、

民間企業・学術団体、個人などから構成されています

▼詳しく知りたい方はこちら
「Green Bind」みどりが束ねる暮らしとまち（コンフォール松原・松原団地記念公園）

https://youtu.be/5vlvXvKq7hohtml

▼詳しく知りたい方はこちら
IKE・SUNPARK としまみどりの防災公園 ー官民連携によるフェーズフリーな公園整備と人、モノ、公園、まちを育てる仕組みづくりー
https://youtu.be/kykdsRZ_Uvc

緩和策 適応策

生きもの観察会の風景

保存樹木に囲まれたＢ２街区の緑道 保存樹木を中心とした広場

遊具で遊ぶ親子の傍らで貸農園で作業する住民。この場で自然な交流が生まれる

コンフォール松原

隣接する松原団地記念公園と合わせて、地域の環境資産を活かしたみどりのネットワーク形成や多様化するニーズに対応した
魅力的な住まいづくりなどを目的に、持続可能で活力のあるまちづくりを進めています。また、雨水流出抑制機能を持つレイン
ガーデン・修景池を整備するなど、自然の多様な機能を活用した浸水被害対策も実施しています。

住環境を支える防災・減災的な観点に加え、ライフスタイルという観点から、植栽やオープンスペースの工夫により、様々な主体が
係り育てるグリーンインフラの取組として評価します。特に、維持管理といった視点ではなく、育て楽しむことができるランドスケー
プデザインが高く評価できます。隣接する大学や民間事業者との取組や、地域におけるさらなるグリーンインフラの取組に向けた
普及啓発に期待します。

講評

国 土 交 通 大 臣 賞
生活空間部門

受賞者  �UR都市機構東日本賃貸住宅本部、草加市、（株）プレイスメディア、 
（株）アーバンデザインコンサルタント、（株）ポリテック・エイディディ

広場とカフェをつなぐウッドデッキ

4つの公園を結んで走る「IKE BUS」

公園の中を斜めに伸びる遊歩道

指定管理者による利用者参加型コミュニティガーデン活動

IKE・SUNPARK

豊島区の防災拠点及び豊島区が進める「４つの公園を核としたまちづくり」の一翼を担う公園として、平常時と災害時の２つの
フェーズにおいて有効となる、緑空間の持つ多機能性を最大限に引き出す公園整備と、人、モノ、公園、まちを育てる持続可能
な仕組みづくりにより、地域のにぎわいと防災力を高め、魅力あふれるまちづくりを進めました。

官民連携による公園整備・管理運営を通じて、木造密集市街地における防災性の向上と、賑わいの創出という地域の複合的な課
題解決を実現している事例である。平常時は憩いの場となり災害時には避難場所・ヘリポートともなる芝生広場、散策ルートとして
の活用を想定した防火樹林帯など、緑空間の多機能性を活用した取組が行われている。さらに、地域と連携した公園利活用の仕組
みづくり、まちづくりの核となる４公園の回遊性確保など、公園内にとどまらない面的な取組が行われている点が高く評価できます。

講評

優 秀 賞

防災・減災部門、都市空間部門

受賞者  �豊島区、UR都市機構東日本都市再生本部、日比谷アメニス・都市計画研究所・
株木建設・NTTアーバンバリューサポートコンソーシアム
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CASE STUDY

CASE STUDY

雨水流出抑制施設の整備
2021年度は地下水かん養を図る透水性舗装等の雨水

流出抑制施設を8地区で整備し、下水道や河川への集中的
な雨水の流入を抑え、都市型水害等、災害の防止に寄与し
ています。昭島つつじが丘ハイツ（東京都昭島市）では、30
年以上にわたって調査を行い雨水流出抑制効果が維持され
ていることを確認しています。防災公園の整備

地方公共団体の要請を受けて、都市部における工場跡地などの大規模な土地利用転換の機会を捉えて、災害時の避難場所となる防災公園
の整備を市街地の整備と併せて進めています。

防災公園は、平常時においては近隣の住民の方々に親しまれるように、レクリエーションの場としてもさまざまな工夫をしており、地域の快適
性の向上や健康・福祉にも寄与しています。

草加松原団地再生事業にて、埼玉県草加市とUR都市機構の共
同事業として、大規模雨水貯留施設（約10,000ｔ）の整備を行
いました。
草加松原団地は地盤高が低く、周辺を流れる伝右川・綾瀬川は
大雨時に増水し、道路冠水や団地内浸水などの内水氾濫が発
生していました。
これまで、行政による綾瀬川から中川への放水路の整備や内水
を伝右川に排出するポンプ場の整備、UR都市機構の団地再生
事業による開発基準上必要な雨水貯留施設の整備等を行ってき
ました。今回、草加松原団地D街区（コンフォール松原は別街区）
において、草加市とUR都市機構が連携することで、①大規模
雨水貯留施設を1箇所に集約して整備することによる大街区全
体の有効的な将来土地利用計画、②UR都市機構による基盤整
備工事（従前建物除却・道路・下水道工事）と一体的に施工す
ることによる、スケジュール、事業費両面での効率的な整備、③
草加市が周辺の市管理ポンプ場等と一体で管理を行うことによ
る、効果的な浸水対策の運用が実現することとなりました。
今後の団地再生事業においても、地域のニーズに合わせて、防
災性・利便性を向上させる基盤整備の実現を図っていきます 。

横浜市鶴見区は市内でも公園が少なく、緑の保全・創造に寄与
できる公園・緑地の整備が求められているとともに、市街地に
おける避難地不足、急峻な地形による災害への脆弱性等防災
上の課題も抱えていました。
そこで、UR都市機構は横浜市と連携し、災害に強いまちづくり
の推進のため、防災公園街区整備事業にて公園整備を進め、
2021年11月、花月園競輪場施設の跡地に鶴見花月園公園が
開園しました。
園内にはマンホールトイレやかまどベンチ、テントとして活用で

きるパーゴラなどの防災施設を整備し、災害時の広域避難場所
としての機能を担うとともに、地域にお住まいの方々の声を取り
入れた公園づくりを目指し、ベイブリッジやランドマークタワー
などを見渡すことのできる展望台や、ゾウさんスライダーなどの
充実した遊具、ストレッチやトレーニングもできる大人用健康器
具、１周400mの広さを誇る大原っぱなどを備えた、子どもから
お年寄りまで多世代が楽しめる憩いの場となっています。
今後も地域の防災性の課題に対応できる、災害に強いまちづく
りを推進していきます。

▼  草加松原団地D街区における雨水流出抑制策

▼  市街地における避難地不足や災害脆弱性に対応する防災公園の整備

災害に強いまちづくり

▼詳しく知りたい方はこちら
鶴見花月園公園 防災公園街区整備事業（神奈川県横浜市）
https://www.ur-net.go.jp/aboutus/publication/web-urpress68/town_saizensen2.html

安全・安心、快適
まちや住まいの安全・安心と快適性の確保に向けた取組

団地建設当時の状況（1962年頃）

貯留槽躯体施工状況

冠水時の草加松原団地 建替後団地全景

公園利用者の様子

解説板

大原っぱ（西武造園（株）提供）

エントランス

雨水浸透工法の概要

安全・安心なまちづくり
適応策

適応策

適応策

ト
ッ
プ
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト 

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

S
D
G
s
へ
の
貢
献

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

緩
和
策
・
適
応
策

特
　
集

2
0
2
1
年
度
の
活
動

環
境
活
動

企
業
統
治

有
識
者
意
見

参
考
資
料

51 52UR都市機構 環境報告書2022

社
会
貢
献
活
動



CASE STUDY CASE STUDY

密集市街地の改善
都市部の密集市街地の防災性を向上させるためには、建物の耐震・耐火性を確保し都市の不燃化などを進めること、災害時の避難地・避

難路を確保すること及び災害復旧の活動拠点となる公園等のオープンスペースを確保することなどが重要です。
密集市街地の改善に向け、地方公共団体と連携して住宅や道路・公園などの整備を行っています。

住宅・宅地の耐震性の確保
2022年３月末までにUR賃貸住宅住棟約11,070棟のうち､ 約11,030棟で耐震診断を終えました。
2013年11月25日に施行された耐震改修促進法の改正により耐震診断の努力義務の対象が拡大されたことを受け、従来診断の対象外とし

てきた低層建物等についても耐震診断等を順次実施することとしています。診断結果に基づき、必要な耐震改修等を計画的に進めた結果、
2022年３月末時点のUR賃貸住宅の耐震化率は約95％となっています。

また、宅地についても、地盤の強度を高めるため盛り土の締固めや土質の改良を行っているほか、擁壁の崩壊を防止するため適切な排水処
理を実施するなど、十分な耐震性を確保しています。

東池袋エリア（東京都豊島区）でUR都市機構は豊島区と連携
して、安全性向上の実現に向けた事業等を推進しています。
当エリアでは、老朽木造住宅の密集や延焼遮断帯の欠如等を原
因とした災害時における安全性が不足しているため、密集市街
地整備事業を推進することで、防災性向上を図っています。
2020年7月には、密集市街地整備事業で移転が必要となる
方々の住宅としてコンフォール東池袋が竣工し、入居が開始さ
れました。
また、造幣局跡地を区に代わりUR都市機構が機動的に取得し、
跡地の一部を区全域を見据えた防災拠点として「としまみどりの
防災公園」（愛称：IKE・SUNPARK）を2020年12月に整備しま
した。

2021年11月26日、地域医療福祉拠点化を進める辻堂団地
（神奈川県藤沢市）の集会所において防災セミナーが開催され、
お住まいの方をはじめ地域包括支援センター、病院、地区社協、
民生児童委員、藤沢市役所など地域関係者が参加しました。
当団地では団地自治会自主防災部を中心に「防災の手引き」の
策定などを行っており、今回、地域の実情に合った防災活動・
体制の構築や防災意識向上を図る目的で、自治会が企画したセ
ミナーにおいて、UR防災専門家制度を活用いただきました。
UR防災専門家制度は防災に関する専門家を団地やＵＲ事業地
区関係者等へ派遣しセミナー等を開催できる制度で、今回は

（株）防災都市計画研究所の吉川先生をお招きし、「地区の防災

さらに本公園は、防災公園としての機能だけではなく取得した
土地の一部を、大学誘致に活用したり、公園整備にあたっては、
首都圏初のPark-PFI※を導入することで、平時の利用やにぎわ
いも創出しており、広域的防災拠点の形成に加え、当エリアに
おける魅力向上にも寄与しています。
今後も災害に強い「安全・安心」のまちづくりとして、複数の事
業手法を活用しながら、豊島区と連携して東池袋エリアの防災
性向上を推進していきます。
※2017年の都市公園法改正により新たに設けられた、飲食店、売店等の公園利用

者の利便の向上に資する公募対象公園施設の設置と、当該施設から生ずる収益を
活用してその周辺の園路、広場等の一般の公園利用者が利用できる特定公園施設
の整備・改修等を一体的に行う者を、公募により選定する「公募設置管理制度」の
こと

活動について」と題し約１時間半にわたり講義いただきました。
講義では、発災直後の要支援者とその家族・支援者の避難に
関する話もあり、参加者からは「発災後の行動や時間軸に沿っ
た考え方についての話が参考になった」等の声があり防災意識
の向上の「きっかけ」となる良い機会となりました。今後も防災
ワークショップ等を通じて地域の防災活動を支援していきたいと
考えています。

▼  防災性向上と合わせたエリアの価値向上の推進 ▼  UR防災専門家制度を活用した地域関係者への防災セミナー

▼詳しく知りたい方はこちら
機構住宅における耐震安全性確保の取組みについて
https://www.ur-net.go.jp/chintai_portal/chintai-taishin/index.html

団地にお住まいの方々や地域関係者合わせて約３０人の方に
ご参加いただきました

米本団地（千葉県八千代市）の地区防災計画策定に内閣府
アドバイザーとして関与されていたご経験もある吉川先生

安全・安心、快適
まちや住まいの安全・安心と快適性の確保に向けた取組

コンフォール東池袋外観 2020年12月に開園したIKE・SUNPARK

UR賃貸住宅にお住まいの皆さまや地域の方々の、防災力向上に向けたきっかけづくりをお手伝いしています。防災意識の向上は、気候変
動に対する適応策という観点からも重要なものと考えています。

住宅の高断熱・高気密化は、建物の省エネルギー効果が期待される一方、住宅建材に含まれるホルムアルデヒドなどの化学物質が発散した
場合、シックハウス症候群などの問題を引き起こす恐れがあります。

そこで、建築基準法改正に合わせ、2004年度より新規建設する建物で、VOC※発散量の基準に適合した建材の使用や室内全体を24時間
常に新鮮な外気により換気を行う「常時小風量換気システム」の各居室への導入などの対策を実施しています。

なお、UR賃貸住宅へ入居される皆様にお渡しする「住まいのしおり」においても、VOC対策や結露対策をご紹介しています。
※VOC （Volatile Organic Compounds、 揮発性有機化合物） ： 揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総称。内装材等に含まれるホルムアルデヒド、トルエン、キシレン等が

室内空気汚染の主な原因物質

関連する法律、地方公共団体の条例や協議などに基づき、土壌汚染に対し適切な対策を講じています。また、土壌汚染対策についての基礎
的知識を必要とする職員は、「土壌環境リスク管理者」講習会（主催：一般社団法人土壌環境センター）に参加しています。

防災意識の向上

住まいのVOC対策

土壌汚染対策

適応策

適応策 適応策 NEW
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